(一社)日本労働安全衛生コンサルタント会埼玉支部


埼玉支部事業部会規程
(目的)

第1条　この規程は、一般社団法人日本労働安全衛生コンサルタント会(以下「本会」という。) 埼玉支部 (以下「支部」という。) 規約第15条に基づき、支部事業部会 (以下「事業部会」という。) の運営に必要な事項について定める。

(会員)

第2条　事業部会会員は、埼玉支部の会員のうち、会の趣旨に賛同し、入会した者とする。

(特別会員)
第2条の2　10年以上事業部会会員であった者(休会期間は除く。)は、事業部会の特別会員になることができる。
この場合には退会届にその旨意思表示する。
(1) 特別会員はいつでも自由に特別会員でなくなることができる。特別会員は会費を納入することを要しない。

(2)PCのメールアドレスをもっている特別会員には、研修会、情報交歓会(懇親会)等の案内の他、支部ニュースをPCメールにて送付する。
(3)特別会員は、研修会、情報交歓会(懇親会)等に会員と同一条件で参加することができる。
 (入会)

第3条　事業部会に入会しようとする者は、別記様式第1号の加入申込書に必要な事項を記入し、入会金を添えて支部長に提出し、事業部会会長(以下「部会長」という。) の承認を得なければならない。

(入会金)

第4条　事業部会への入会金は、次のとおりとする。

(1) 正会員　　3,000円

(2) 準会員　　3,000円

(会費)

第5条　事業部会の会費は、年額次のとおりとする。

(1)正会員　　30,000円

(2)準会員　　15,000円　
ただし、年度の途中で入会した者は、入会月を起算として、月割りで計算した残余の金額とする。

2  会費は、当該年度の7月30日までに納入するものとする。ただし、年度の途中で入会した者は、入会月の月末までに納入するものとする。

　

(入会金及び会費の改正)

第6条　入会金及び会費の改正は、支部幹事会において決定する。

(退会)

第7条　事業部会会員(以下「会員」という。) が事業部会を退会しようとするときは、別記様式第2号の退会届を支部長に提出しなければならない。

2　会員が次の各号のいずれかに該当したときは、退会したものとみなす。

(1)支部規約第6条の規定に基づき、資格を喪失したとき。

(2)事業部会会費を2年間納入しないとき。

(休会)

第8条　海外派遣、海外出張その他やむを得ない事由により1年以上休会を希望するときは、別記様式第3号の「休会に伴う会費免除申請書」を支部長に提出し、会費の免除を受けることができる。

2　前項の申請があったときには、本部の「会費規程」の例及びそれを参考に、支部幹事会においてその都度決定するものとする。

(部の設置)

第9条　事業部会は、事業を円滑に行うために、支部幹事会の承認を得て、部を置くことができる。

2　部を置いたときは、部を代表し、その業務を統括するため、部長を置く。

(役員)

第10条　事業部会には、部会長及び部長を若干名設けることができる。

2　部会長及び部長は、支部長が指名する。

(相談センターの設置)

第11条　事業部会は、次の相談センターを設置する。

安全衛生相談センター(以下「支部相談センター」という。)

企業からの労働安全衛生問題の相談に応じるため、支部事務所内に設置する。

2　相談センターの業務は、業務部に属し、部会長は会員の希望者の中から相談員を指名する。

3　相談センターの円滑な運営とセンター間の調整を図るため「安全相談センター等運営委員会」を設け、支部長が長となり、必要な協議決定を行う。

「安全相談センター等運営委員会」の運営等に関する規定は、別にこれを定める。

(業務の紹介等)

第12条　事業部会は、行政官庁からの委託等並びに業務開拓及び企業からの依頼に基づき、会員に次に定める業務の紹介、斡旋等(以下「業務の紹介等」という。) を行う。

(1)厚生労働省から委託される（本部が受注する）「自立的安全衛生管理活動普及促進事業」(以下「本省診断」という。) に係るもの

(2)厚生労働省から委託される（本部が受注する）「リスクアセスメント講習」に係るもの

(3)埼玉労働局が実施する「安全・衛生管理特別指導事業場」(以下「安特・衛特」という。) に係るもの

(4)「支部相談センター」業務に係るもの

　(5) 幹事会の承認を得て数人の者がプロジェクトを組み行う診断等の事業（以下「プロジェクト事業」という。）の業務に係るもの

2　前各号の担当者の決定方法並びに紹介業務の経過及び結果報告に関する規定は、別にこれを定める。

(業務紹介謝金)

第13条　会員は、業務の紹介を受け、収入を得たときは、当該部会が業務紹介に係わった費用の負担等を補うため、次の表に定めるところにより、収入に応じた謝金を納入するものとする。

	成約業務形態
	業　務　例
	収入に対する納入額
	納入期日

	①厚生労働省委託事業（本部が受注した事業）等
	本省診断、リスクアセスメント講習会
	税(源泉)、経費(教材、交通費、旅費、宿泊費等)を差し引いた額の10%
	事務局会計担当から請求通知のあった日まで

	②支部紹介スポット契約
	安全衛生講演、安全衛生教育、安全衛生診断等
	
	収入を得た日から30日以内

	③支部紹介長期契約
	安特・衛特関係全般、安全衛生顧問契約等
	
	

	④プロジェクト事業等
	プロジェクト事業
	
	


注)厚生労働省の委託事業として、安全衛生技術試験協会が行う出張試験の監督員としての業務紹介謝金は納入することを要しない。
2　会員は、紹介謝金を納入後速やかにFAX又はメールにより、事務局長、会計部長、業務部長にその旨を報告するものとする。

3  紹介業務が継続して1年以上に及ぶ場合であっても、業務紹介謝金の納入は1年をもって終了することができる。

(費用の仮払い)

第14条　プロジェクト事業等の事業を行うために事業部会が費用を必要とする場合には、部会長が幹事会の意見を聞いて、その事業から利益を受ける額の範囲内で、部会長が定める額の仮払いを受けることができる。

(費用の支給)

第15条　会員が事業部会の運営に係わる費用を立て替えて支出した場合には、予算の範囲内で費用を支給することができる。

2  事業部会として行う事業活動に係わり、交通費等の実費を支出した場合には、各部長は幹事会での承認を得て、予算の範囲内でその実費を支給することができる。

3　支部相談センターの相談員について、業務部長は「安全相談センター等運営委員会」審議を経て、予算の範囲内で交通費を支給することができる。 

(納入金の不返還)

第16条　会員が納入した入会金、会費、謝金については、事由のいかんを問わず一切返還しない。

附則(平成16年8月30日)

1　この規程は、平成16年10月1日から施行する。ただし、第8条の規定は、平成16年3月31日から適用する。

2 第14条については、この規程の施行日前にすでに契約が締結されているものは、なお従前の例によるものとする。　

3 第12条第1項第2号、第13条第1項第1号及び第2号、第14条第1項については平成19年9月8日から適用する。

4　第10条第5項、第11条第2号については平成19年12月13日から適用する。
5　この規程は、平成30年12月15日から施行する。
〔参考〕

　第5条ただし書きの計算例

年度の10月に入会した場合　　30,000×6/12＝15,000円
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